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一般会計等注記 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

事業用資産とインフラ資産の開始時簿価(平成 26 年度末)については、取得原価が判明し

ているものは、原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは、原則として再調達

原価としています。ただし、道路、河川及び水路の敷地のうち、取得原価が不明のもの

については、原則として備忘価額 1 円としています。 

再調達原価の計算は次に基づき行なっています。 

土地の再調達原価については、「固定資産評価基準」(昭和 38 年自治省告示 158 号)に基

づく固定資産評価額を基礎とした評価を行なっています。 

償却資産の再調達原価については、見積法により開始時以降の使用可能期間の年数を見

積もって評価しております。 

開始(平成 27 年度)以降は、取得原価で評価しています。なお、無償で移管を受けた道路、

河川及び水路の敷地については、備忘価額 1 円としています。 

いずれの資産も再評価は行なっておりません。 

② 無形固定資産 

無形固定資産の開始時簿価は、取得原価としています。開始後も同様です。 

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

現在保有している有価証券は、連結対象団体への出資およびその他の有価証券であり、取

得原価で評価しています。 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

すべての償却資産を定額法により償却しています。 

耐用年数は、原則として「償却資産の耐用年数等に関する省令」(昭和 40 年大蔵省令第 15

号)に拠っています。 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

徴収不能引当金は、1 年以上の徴収不能者について名寄せを行い、確実に徴収不能とな

る額とそれ以外のものを過去 5 年の不能欠損率の平均を乗じた額で計上しています。 

② 投資損失引当金 

連結対象団体に対する出資金について、実質価額が著しく低下した場合は、実質価額

と取得価額(出資額)との差額を臨時損失(投資損失引当金繰入額)として計上し、貸借対

照表の投資損失引当金に計上しています。なお、実質価額が 30％以上低下した場合に、

著しく低下したものとみなしています。 

③ 退職手当引当金 
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地方公務員の退職手当は地方自治法第 204 条第 2 項の規定により、条例で退職手当を支

給することができるとされ、同条第 3 項の規定により、退職手当額並びにその支給方法

は条例でこれを定めなければならないとされています。 

当村では、「職員の退職管理に関する規則」において、長野県市町村総合事務組合へ事

務委託し、さらに長野県市町村総合事務組合の定める「長野県町村職員退職手当組合退

職手当支給条例」に基づき、退職手当の支給を行なうことを規定しています。 

長野県市町村総合事務組合における、退職手当支給予定額に係る負担見込額は、次のと

おりです。 

(単位:千円) 

一般職 (1) 特別職 

(2) 

積立不足額 

(3) 

将来負担額 

(1)+(2)+(3)  うち基本額 うち調整額 

158,654 158,654 0 3,089 △179,201 340,944 

退職手当引当金は、このうち将来負担額を計上しています。 

なお、将来負担額は、職員が決算年度末で退職した場合の要退職手当支給額を計算して

います。 

行政コスト計算書の退職手当引当金繰入額は、繰入と取崩を相殺して表示しています。 

④ 賞与引当金 

賞与引当金は、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しています。具体的には、12

月から 3 月までの 4 か月分を計上しています。 

(5) リース取引の処理方法 

現在のリース契約は、すべてがファイナンス・リースであり、資産計上はしていません。 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

資金収支計算書は、歳計現金(一般会計および特別会計における現金)を範囲としており、

歳計外現金は範囲としていません。ただし、欄外注記として、前年度末歳計外現金残高、

本年度歳計外現金増減額、本年度末歳計外現金残高及び本年度末現金預金残高を表示して

います。 

(7) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 会計間の相殺消去 

一般会計及びそれぞれの特別会計間の繰入繰出額を相殺消去した金額で表示しています。 

② 消費税及び地方消費税の会計処理 

税込み方式によっています。 
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2 重要な後発事項 

(1) 主要な業務の改廃 

ありません。 

(2) 組織・機構の大幅な変更 

ありません。 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

特にありません。 

(4) 重大な災害等の発生 

ありません。 

(5) その他重要な後発事象 

ありません。 

3 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

泰阜村産業振興資金(同一人に対する貸付限度額 1,500 万円)について、損失補償(補償限度

100 分の 100)を債務負担行為として議会において議決しておりましたが、実績はありませ

んでした。 

(2) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

係争中のものはありません。 

(3) その他主要な偶発債務 

ありません。 

4 追加情報 

(1) 会計基準などについて 

この財務書類 4 表は、総務省が平成 27 年 1 月に公表した「統一的な基準による地方公会

計マニュアル」に基づき計算し、表示しております。 

複式仕訳により計算していますが、日々の財務会計の数値を、期末一括仕訳により計算し

て表示しています。具体的には、決算書における予算科目「款項目節」のうち「節」をキ

ィ項目として自動仕訳を行い、必要な修正と発生主義等に基づく必要な仕訳を行なってお

ります。 

(2) 対象範囲(対象とする会計名) 

財務書類 4 表が対象とする会計名は、次のとおりです。 

一般会計 
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(3) 出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨及び出納整理期間にお

ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度の計数としている旨、地方自治

法第 235 条の 5 に、「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5 月 31 日をもって閉鎖する。」

と規定されていることから、4 月 1 日から 5 月 31 日までを出納整理期間として設置して

います。 

会計年度は、3 月 31 日で終了しますが、3 月 31 日までに、当該年度に属する歳入歳出予

算執行後に、実際の収入、支出の経理を行なうことができる期間として出納整理期間を位

置づけています。したがって、出納整理の対象となるものは、3 月 31 日までに、収入に

ついては収入調定手続きが、支出については支出負担行為手続きが終了しているものを処

理しており、この収入調定・支出負担行為手続きが 3 月 31 日までに完了していないもの

は、新年度処理とし、当該年度には計上していません。 

以上から、決算書については、出納整理期間終了の 5 月 31 日の計数をもって会計年度の

計数としています。 

(4) インフラ資産と事業用資産の区分について 

有形固定資産のうち、道路、河川、公園、治山などの防災施設、簡易水道施設はインフラ

資産に区分しています。 

(5) 端数の表示について 

表示単位未満の金額は四捨五入することとしていることから、四捨五入により合計金額に

齟齬が生じています。 

(6) 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況は次のとおりです。 

指標の名称 指標の内容 
財政再生

基準 

早期健全化

判断基準 

平成 30年度

算定数値 

実質赤字比

率 

平成 30 年度の実質収支額により泰阜村

一般会計の実質赤字比率を算定した指

標 

20.00％ 15.00％ △17.41％ 

連結実質赤

字比率 

平成 30 年度の実質収支額により泰阜村

一般会計及びすべての特別会計の実質

赤字比率を算定した指標 

30.00％ 20.00% △20.61％ 

実質公債比

率 

平成 28年度から平成 30年度 3ヵ年の一

般会計、すべての特別会計及び負担補助

金を支出したすべての一部事務組合等

が起こした起債に関する比率を算定し

た指標 

35.0％ 25.0％ 8.2％ 
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指標の名称 指標の内容 
財政再生

基準 

早期健全化

判断基準 

平成 30年度

算定数値 

将来負担比

率 

一般会計、すべての特別会計及び負担金

補助金を支出したすべての一部事務組

合等を対象とした、起債償還や退職手当

など将来予想される負担を算定した指

標 

 350.0％ △66.6％ 

(7) 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

ありません。 

(8) 繰越事業に係る将来の支出予定額 

(単位：千円) 

農林水産業費   林道維持修繕費              2,592 

土木費      村道維持修繕費               1,248 

土木費      村道改良費                15,163 

教育費      泰阜小中学校冷房設置工事         61,780 

災害復旧費    災害復旧費                50,999 

合計 131,782 

(9) 売却可能資産に係る資産科目別の金額及び範囲 

売却可能資産として位置づけている資産は、現在ありません。 

(10) 減価償却について直接法を採用した場合、当該有形固定資産の科目別または一括によ

る減価償却累計額 

減価償却費の計上は、有形固定資産は間接法、無形固定資産は直接法により行っています。 

無形固定資産の減価償却累計額 4,401,038 円 

(11) 減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

将来にわたる村財政の健全な運営に資するため、減債基金を条例により減債基金を設置し

積み立てています。 

年度末現在の状況は次のとおりです。 

地方債等(1 年以内償還予定地方債等を除く。)    2,161,107,093 円 

減債基金      306,989,946 円 

(12) 基金借入金(繰替運用)の内容 

基金の繰替運用はしていません。 

(13) 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需

要額に含まれることが見込まれる金額 
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過疎対策事業債をはじめとして、将来の交付税措置が見込まれる額は次のとおりです。 

 

(単位：円) 

地方債 年度末残高 交付税措置見込額 措置割合等 

過疎対策事業債 1,592,9711,012 1,115,079,708 70％ 

臨時財政対策債 745,991,408 745,991,408 100％ 

災害復旧債 20,841,523 20,841,523 100％ 

緊急防災・減債事業債 5,619,280 3,933,496 70％ 

一般補助設備整備債 57,888,309 17,366,493 30% 

合計 2,423,311,532 1,964,195,218 - 

(14) 将来負担に関する情報(地方公共団体健全化法における将来負担比率の算定要素) 

将来負担比率の計算式は、次のとおりです。 

将来負担額 3,188,900千円−充当可能財源 3,845,327千円

基準財政規模 1,244,443千円−算入交際費等の額 260,278千円
=
△ 656,427千円

984,165千円

=△ 66.6％ 

(15) 純資産における固定資産形成分及び余剰分(不足分)の内容 

純資産の固定資産形成分は、資産の部の固定資産残高に、流動資産の短期貸付金と基金を

加えたものです。資産形成のために充当した資源の蓄積です。 

固定資産残高 8,166,550,802 (円) 

短期貸付金                                0 

流動資産の基金 396,424,536 

合計 8,562,975,338 

余剰分(不足分)は、流動資産から、短期貸付金と流動資産の基金を差し引いた額から、さ

らに負債合計を差し引いた額です。 

流動資産 616,913,219 (円) 

短期貸付金 0 

流動資産の基金 △396,424,536 

小計 220,488,683 

負債合計 △2,791,217,873 

差引額 △2,570,729,190 

すなわち、本年度純資産が、5,992,246,148 円であるのに対し、内訳の固定資産等形成分

は 8,562,975,338 円となり、それに伴い 2,570,729,190 円が不足しています。 

(16) 基礎的財政収支 

償還のための借入金はありません。 
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(17) 既存の決算情報との関連性 

毎年公表している一般会計、特別会計の各決算書は、単式簿記による、その年度の歳入歳

出額を表示しています。歳入歳出は、現金主義により、実際に収入し、また支出したもの

を計算しています。 

財務書類 4 表は、複式簿記により、その年度の歳入歳出の状況と、それによる資産、負債、

純資産の決算末時点の状況を表示しています。また、発生主義により、実際に収入し、ま

た支出していないものでも、債権債務が確定しているもの及び合理的に見積もることがで

きるものは、当該年度の収入、支出として計算しています。 

(18) 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

(単位:円) 

業務活動収支 341,890,304   

賞与等引当金増減額 -1,125,731 発生主義による計上 

退職手当引当金増減額 30,104,000 発生主義による計上 

減価償却費 -385,038,366 発生主義による計上 

徴収不能引当金増減額 -39,318 発生主義による計上 

長期延滞債権増減額 -10 発生主義による計上 

未収金増減額 369,000 発生主義による計上 

投資損失引当金増減額 239,845 発生主義による計上 

資産除売却損 -1,089,633 帳簿上の残高の減少 

資産除売却益 42,887 帳簿上の残高の増額 

投資活動収入国県等補助金収入 47,229,000 財源のうち投資活動収支分 

本年度差額 32,581,978   

(注)長期延滞債権および未収金は、年度末において洗替方式により戻入・繰入を計上して

います。このため、行政コスト計算書において繰入勘定の残高をマイナスで表示する場合

があります。 

(19) 一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の金額 

当年度における一時借入れはありませんでした。 

一時借入れの限度額は、5 億円です。 

(20) 重要な非資金取引 

ありません。 

(21) 村税等の計上について 

村民税等の税収と地方交付税は行政コスト計算書には計上せず、直接に純資産変動計算書

に計上しています。国県補助金等も同様です。行政コスト計算書は、企業会計の損益計算

書とは相違していますのでご留意ください。 
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(22) 純資産変動計算書の資産評価差額 

ありません。 

(23) 長期延滞債権と未収金の明細 

長期延滞債権(使用料及び手数料収入分) 865,235  (円) 

合計 865,235 

未収金(使用料及び手数料収入分) 680,000 

合計 680,000 

 

附属明細書に関する注記 

(24) 純資産変動計算書の有形固定資産等の増加額 

純資産変動計算書の有形固定資産等の増加額と様式第5号附属明細書①有形固定資産の明

細の本年度増加額との差異は、本年度増加額に無形固定資産の本年度増加額が含まれてい

ないためです。なお、建設仮勘定の固定資産形成分は、前年度計上されているため今年度

は含まれません。 

本年度増加額         193,349,993  (円) 

無形固定資産増加額        3,911,760 

合計             197,261,753 

有形固定資産等の増加額    197,261,753 (内、無償所管換等分：2,122,334) 

 

(25) 減価償却累計額 

行政コスト計算書の減価償却費と様式第 5 号附属明細書①有形固定資産の明細の本年度

償却額との関係は、次のとおりです。 

本年度償却額                 380,637,328  (円) 

無形固定資産減価償却費             4,401,038 

合計                     385,038,366 

行政コスト計算書の減価償却費         385,038,366 

(26) 純資産変動計算書の有形固定資産等の減少額について 

純資産変動計算書の有形固定資産等の減少額は、行政コスト計算書の減価償却費と資産

除売却損、資産売却額の合計額です。 

減価償却費       385,038,366    (円) 

資産除売却損        6,036,037 

資産売却額         260,964 

有形固定資産等の減少額 391,335,367 

なお、様式第 5 号附属明細書①有形固定資産の明細の本年度減少額と本年度償却額との
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関係は、次のとおりです。 

＜様式第 5 号附属明細書①有形固定資産の明細＞ 

本年度減少額   1,334,706・・・・・・・・①    (円) 

(内訳) 

 資産売却損                    1,089,633 

 資産売却額                     218,077 

建設仮勘定振替分                        0 

 本年度除売却資産の減価償却累計額           26,996 

 合計                      1,334,706 

   本年度償却額      380,637,328・・・② 

   無形固定資産減価償却費  4,401,038・・・③ 

   合計                   386,373,072・・・①＋②＋③ 

＜純資産変動計算書＞ 

有形固定資産等の減少  391,335,367 

資産売却益                    ▲42,887 

資産除却損                                  ▲4,946,404 

建設仮勘定振替分                        0 

本年度除売却資産の減価償却累計額           26,996 

合計                                386,373,072 

 


